
１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策[７８対策] おおむね１２．３兆円程度

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]
（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策] おおむね ２．７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策] おおむね ０．２兆円程度

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]
（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

合 計 おおむね１５ 兆円 程度

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

○対策数：１２３対策

○追加的に必要となる事業規模：おおむね１５兆円程度を目途

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策・事業規模

３．対策の期間
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１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震への対策[７８対策]

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 対策例

・流域治水対策（河川、下水道、砂防、海岸、農業水利施設の整備、水田の貯留機能向上、国有地を活用した遊水地・貯留施設
の整備加速）（国土交通省、農林水産省、財務省）

・港湾における津波対策、地震時等に著しく危険な密集市街地対策、災害に強い市街地形成に関する対策（国土交通省）

・防災重点農業用ため池の防災・減災対策、山地災害危険地区等における治山対策、漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策
（農林水産省）

・医療施設の耐災害性強化対策、社会福祉施設等の耐災害性強化対策（厚生労働省）

・警察における災害対策に必要な資機材に関する対策、警察施設の耐災害性等に関する対策（警察庁）

・大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策、地域防災力の中核を担う消防団に関する対策（総務省） 等

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]
・高規格道路のミッシングリンク解消及び4車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による道路ネットワー
クの機能強化対策、市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策（国土交通省）

・送電網の整備・強化対策、SS等の災害対応能力強化対策（経済産業省）

・水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策、上水道管路の耐震化対策（厚生労働省） 等

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策]

・河川管理施設・道路・港湾・鉄道・空港の老朽化対策、老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策（国土交通省）

・農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策（農林水産省）

・公立小中学校施設の老朽化対策、国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策（文部科学省） 等

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策]

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

・連携型インフラデータプラットフォームの構築等、インフラ維持管理に関する対策（内閣府）

・無人化施工技術の安全性・生産性向上対策、ITを活用した道路管理体制の強化対策（国土交通省） 等

・スーパーコンピュータを活用した防災・減災対策、高精度予測情報等を通じた気候変動対策（文部科学省）

・線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策、河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策（国土交
通省） 等 2



概 要：令和元年房総半島台風や令和元年東日本台風等で発生した想定外の波浪等による浸水被害や施設損壊等を
踏まえ、高潮・高波対策を推進することにより、頻発化・激甚化する台風等による東京湾をはじめとする重要な
港湾施設の被害の軽減を図り、海上交通ネットワークを維持する。

府省庁名：国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策）

近年の台風等を踏まえて見直した設計沖波等により想定される高潮・高
波の発生時に、海上交通ネットワークの維持や緊急物資輸送の観点か
ら、重要な施設（岸壁、臨港道路等）が、長期間にわたり供用できない事
態を防止する。
・海上交通ネットワークの維持のため、高潮・高波対策を実施する必要
がある約100港湾において、港湾機能維持・早期再開が可能となる割合
中長期の目標：100％
本対策による達成年次の前倒し
令和32年度 → 令和31年度

達成目標：14％
・近年の台風等を踏まえて見直した設計沖波等により想定され
る高潮・高波の発生時に、海上交通ネットワークの維持や緊
急物資輸送の観点から、東京湾をはじめとする港湾の重要な
施設（岸壁、臨港道路等）が、長期間にわたり供用できない事
態を防止する。

国、港湾管理者

頻発化・激甚化する台風に伴う高潮・高波によ
る港湾内の被害軽減を図るため、港湾施設の
嵩上げ・補強等の浸水対策を実施

高潮・高波対策のイメージ

波浪の見直し

施設の補強・嵩上げ

多重防護

波浪の見直し

施設の補強・嵩上げ

多重防護

暴風によるコンテナの散乱

電源設備の嵩上げ
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概 要：気候変動による海面水位の上昇等が懸念される中、巨大地震による津波や東京湾をはじめとするゼロメートル
地帯の高潮等に対し沿岸域における安全性向上を図る津波・高潮対策を実施する。

府省庁名：農林水産省・国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

流域治水対策（海岸）

災害リスクの高い地域等における津波・高潮対策の実施により、
沿岸域の安全・安心を確保する。

・気候変動による海面水位の上昇等が懸念される中、災害リス
クが高い沿岸域における安全性向上を図る津波・高潮対策に
必要な海岸堤防等（延長約2,700km）の整備率
現状：53％（令和元年度）
⇒中長期の目標：100％
本対策による達成年次の前倒し
令和32年度 → 令和22年度

・達成目標：64％
・巨大地震による津波や東京湾をはじめとするゼロメートル地帯の高
潮・高波など災害リスクが高く、官公署・病院・重要交通等が存在する
沿岸域において、既往最大クラスの高潮等に対応した堤防等の整備を
促進し、災害リスクが軽減される。

・国、海岸管理者（都道府県等） 海岸保全施設の整備により、災害のリスクを軽減

更なる高潮・高波対策が望まれる海岸
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概 要：止水板、防水扉等の設置により、地下駅等出入口等の浸水被害を防止する。電源設備等の移設や止水板、防
水扉等の設置により、電源設備等の浸水被害を防止する。

府省庁名：国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策

既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある地下駅や電気
設備等の浸水防止対策を完了することにより、鉄道の耐災害
性を強化する。
・既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある地下駅や電気
設備等（地下駅出入口等：約510箇所、電気設備等：約190箇
所）の浸水防止対策の完了率
現状：40％（令和２年度）
中長期の目標：100％
本対策による達成年次の前倒し
令和27年度 → 令和21年度

達成目標：70％
・既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある鉄道施設における
地下駅や電気設備等について、浸水防止対策を推進する。

鉄軌道事業者

＜トンネル坑口・トンネル内における浸水対策＞

防水扉（トンネル内）防水扉（坑口）

防水扉止水板

＜地下駅出入口における浸水対策＞

ケーブル

移設

接続箱

＜電源設備の移設による浸水対策＞

5


